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 TOKYO PRO Marketにおける当社株式の上場廃止申請及び定款一部変更に関するお知らせ 
 
 

当社は2025年7月29日開催の取締役会において、2025年8月29日開催予定の第19期定時株主総会に付議す
る上場廃止申請および定款の一部変更について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

TOKYO PRO Market (以下「TPM」)に上場している当社普通株式に関し、株主総会の特別決議を経た
上で上場廃止を申請することになります。 
 

I. 上場廃止の件 

1. 上場廃止申請を行う目的および理由 
当社は、2023年1月にTPMへ上場いたしました。TPM上場により、当社の認知度や信頼性が向

上し事業の発展に寄与できたと考えており上場以来安定した成⾧を続けてまいりました。   
しかしながら業界を取り巻く環境の変化や、当社が目指すさらなる成⾧に対応するためには、迅

速かつ柔軟な意思決定が求められます。その中におきましても、当社はTPM上場により成⾧を図
るための基盤を構築でき、当初の目的を一定程度果たしたと認識しております。 
今後は、経営の自由度を高めスピード感のある経営判断を行うため上場廃止とし、これにより経

営の効率化及び迅速な意思決定体制を構築することで、更なる事業基盤の強化および規模拡大並び
に企業価値の向上を目指す方針といたしました。  

 

2. 定時総会の開催及び今後の予定 
上場廃止申請を行うにあたりましては、「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の

施行規則」第130条により株主総会の特別決議を経ることとなっているため、定時株主総会におい
て上場廃止申請の件を付議する予定です。 

http://www.mimona.co.jp/


（１） 招集通知発送予定日 2025年8月14日(木曜日) 
（２） 定時株主総会開催予定日 2025年8月29日(金曜日) 
（３） 上場廃止申請書の提出予定日 2025年8月29日(金曜日) 
（４） 上場廃止予定日 2025年9月30日(火曜日) 
上場廃止申請書を東京証券取引所へ提出し受理された後、当社株式は整理銘柄に割り当てられ、

上場廃止となる予定です（「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第143 条第２
項及び「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則」第 130 条）。 

 

3. 担当J-Adviser について 
今般策定した日程により当社がTOKYO PRO Market上場廃止の手続きを進めることに関して

は、担当J-Adviserである株式会社日本M＆Aセンターからは、上場廃止までの間は担当J-Adviserと
しての業務を継続する予定であるとの説明を受けております。 

 

II. 定款一部変更の件 

1. 変更の理由 
本定時株主総会おいて、上場廃止申請に係る議案が原案どおり承認可決された場合には、所定の

手続きを経て当社株式は上場廃止となるため、非公開化に向けた定款の一部変更を行うものであり
ます。 
本議案による定款一部変更は、第１号議案による上場廃止がなされることを条件として、その上

場廃止と同時に効力を生じさせるものといたします。 

2. 変更の内容 

（下線は変更部分を示します。） 
現行定款 変更案 

第１章 総  則 
 
 
 
（機関構成） 
第４条 当会社は、株主総会及び取締役の
ほか、次の機関を置く。 
１．取締役会 
２．監査等委員会 
３．会計監査人 

 
（公告の方法） 
第５条 当会社の公告方法は、電子公告と
する。ただし、事故その他やむを得ない
事由によって電子公告による公告をする

第１章 総  則 
 
第１条～第３条 （現行どおり） 
 
（機関） 
第４条 当会社は、株主総会及び取締役を
置く。 
（削除） 
（削除） 
（削除） 

 
（公告の方法） 
第５条 当会社の公告方法は、電子公告と
する。ただし、事故その他やむを得ない
事由によって電子公告による公告をする



現行定款 変更案 
ことができない場合は、日本経済新聞に
掲載して行う。 

 
第２章 株  式 

 
第６条 （条文省略） 
 
（自己の株式の取得） 
第７条 当会社は、会社法第165条第2項の
規定により、取締役会の決議によって自
己の株式を取得することができる。 

 
第８条、第９条 （条文省略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
（株主名簿管理人） 
第１０条 当会社は、株主名簿管理人を置
く。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所
は、取締役会の決議によって選定する。  

３ 当会社の株主名簿及び新株予約権原簿
の作成ならびに備置きその他の株主名簿
及び新株予約権原簿に関する事務は、こ
れを株主名簿管理人に委託し、当会社に
おいては取り扱わない。 

 
（株式取扱規程） 
第１１条 当会社の株主権行使の手続きそ

ことができない場合は、官報に掲載して
行う。 

 
第２章 株  式 

 
第６条 （現行どおり） 
 
（削除） 
 
 
 
 
第７条、第８条 （現行どおり） 
 
（株式の譲渡制限） 
第９条 当会社の株式を譲渡により取得す
るには、株主総会の承認を受けなければ
ならない。 

 
（相続人等に対する株式の売渡請求）  
第１０条 当会社は、相続その他の一般承
継により当会社の株式を取得した者に対
し、当該株式を当会社に売り渡すことを
請求することができる。 

 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（株式取扱規程） 
第１１条 当会社の株主権行使の手続きそ



現行定款 変更案 
の他株式に関する取扱いは、法令又は本
定款のほか、取締役会において定める株
式取扱規程による。 

 
第３章 株 主 総 会 

 
第１２条、第１３条 （条文省略） 
 
（招集権者及び議⾧） 
第1４条 株主総会は、取締役社⾧がこれ
を招集し、議⾧となる。 

２ 取締役社⾧に事故があるときは、取締
役会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が株主総会を招集し、議
⾧となる。 

 
（電子提供措置等） 
第１５条 当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類等の内容である情
報について、電子提供措置をとるものと
する。 

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部又は一
部について、議決権の基準日までに書面
交付請求した株主に対して交付する書面
に記載しないことができる。 

 
第１６条、第１７条 （条文省略） 
 

第４章 取締役及び取締役会 
 
（取締役の員数） 
第１８条 当会社の取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）は１０名以内とす
る。 

２ 当会社の監査等委員である取締役は、
３名以内とする。 

 

の他株式に関する取扱いは、法令又は本
定款のほか、取締役の協議において定め
る株式取扱規程による。 

 
第３章 株 主 総 会 

 
第１２条、第１３条 （現行どおり） 
 
（招集権者及び議⾧） 
第1４条 株主総会は、取締役社⾧がこれ
を招集し、議⾧となる。 

２ 取締役社⾧に事故があるときは、取締
役の協議によりあらかじめ定めた順序に
従い、他の取締役が株主総会を招集し、
議⾧となる。 

 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１５条、第１６条 （現行どおり） 
 

第４章 取締役 
 
（取締役の員数） 
第１７条 当会社の取締役は７名以内とす
る。 

 
（削除） 
 
 



現行定款 変更案 
（取締役の選任） 
第１９条 取締役は、監査等委員である取
締役とそれ以外の取締役とを区別して、
株主総会において選任する。 

２ （条文省略） 
３ （条文省略） 
 
（取締役の任期） 
第２０条 取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の任期は、選任後１年以内
に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の終結の時までとす
る。 

２ 監査等委員である取締役の任期は、選
任後２年以内に終了する事業年度うち最
終のものに関する定時株主総会の終結の
時までとする。 

３ 任期の満了前に退任した監査等委員で
ある取締役の補欠として選任された監査
等委員である取締役の任期は、退任した
監査等委員である取締役の任期の満了す
る時までとする。 

 
（代表取締役及び役付取締役） 
第２１条 取締役会は、その決議によって
取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の中から代表取締役を選定する。 

２ 取締役会は、その決議によって取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の
中から取締役社⾧１名を選定し、必要に
応じて、専務取締役及び常務取締役を選
定することができる。 

 
（取締役会の招集権者及び議⾧） 
第２２条 取締役会は、法令に別段の定め
のある場合を除き、取締役社⾧がこれを
招集し、議⾧となる。 

２ 取締役社⾧に欠員又は事故があるとき

（取締役の選任） 
第１８条 取締役は、株主総会において選
任する。 
 
２ （現行どおり） 
３ （現行どおり） 
 
（取締役の任期） 
第１９条 取締役の任期は、選任後１年以
内に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時までと
する。 

 
(削除) 
 
 
 
２ 増員又は補欠として選任された取締役
の任期は、在任取締役の任期の満了する
時までとする。 

 
 
 
（代表取締役及び役付取締役） 
第２０条 取締役の互選により代表取締役
を選定する。 

 
２ 取締役の協議により取締役社⾧１名を
選定し、必要に応じて、専務取締役及び
常務取締役を選定することができる。 

 
 
 
（削除） 
 
 
 
 



現行定款 変更案 
は、取締役会においてあらかじめ定めた
順序に従い、他の取締役が取締役会を招
集し、議⾧となる。 

 
（取締役会の招集通知） 
第２３条 取締役会の招集通知は、会日の
３日前までに各取締役に対して発するも
のとする。ただし、緊急の必要があると
きは、この期間を短縮することができ
る。 

２ 取締役全員の同意があるときは、招集
の手続を経ないで取締役会を開催するこ
とができる。 

 
（取締役会の決議の省略） 
第２４条 当会社は、会社法第３７０条の
要件を充たしたときは、取締役会の決議
があったものとみなす。 

 
（重要な業務執行の決定の委任） 
第２５条 当会社は、会社法第３９９条の
１３第６項の規定により、取締役会の決
議によって重要な業務執行（同条第５項
各号に掲げる事項を除く。）の決定を取
締役に委任することができる。 

 
（取締役会規程） 
第２６条 取締役会に関する事項は、法令
又は本定款のほか、取締役会において定
める取締役会規程による。 

 
（取締役の報酬等） 
第２７条 取締役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社から受ける財
産上の利益は、監査等委員である取締役
とそれ以外の取締役とを区別して、株主
総会の決議によって定める。 

 

 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
（取締役の報酬等） 
第２１条 取締役の報酬、賞与その他の職
務執行の対価として当会社から受ける財
産上の利益は、株主総会の決議によって
定める。 

 
 



現行定款 変更案 
（取締役の責任免除） 
第２８条 当会社は、会社法第426条第１
項の規定により、取締役会の決議によっ
て、同法第423条第１項の取締役（取締
役であった者を含む。）の損害賠償責任
を、法令の限度において免除することが
できる。 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規
定に基づき、取締役（業務執行取締役等
であるものを除く。）との間で、同法第
423条第１項の賠償責任を限定する契約
を締結することができる。ただし、当該
契約に基づく賠償責任の限度額は、法令
が定める額とする。 

 
第５章  監査等委員会 

 
（常勤の監査等委員） 
第２９条 監査等委員会は、その決議によ
って常勤の監査等委員を選定することが
できる。 

 
（監査等委員会の招集通知） 
第３０条  監査等委員会の招集通知は、
会日の３日前までに各監査等委員に対し
て発するものとする。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮するこ
とができる。 

２ 監査等委員全員の同意があるときは、
招集の手続きを経ないで監査等委員会を
開催することができる。 

 
（監査等委員会規程） 
第３１条 監査等委員会に関する事項は、
法令又は本定款のほか、監査等委員会に
おいて定める監査等委員会規程による。 

 
第６章 計  算 

（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
（削除） 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（削除） 
 
 
 
 

第６章 計算 



現行定款 変更案 
 
第３２条、第３３条 （条文省略） 
 
（中間配当） 
第３４条 当会社は、取締役会の決議によ
り、毎年11月30日を基準日として中間配
当をすることができる。 

 
第３５条 （条文省略） 
 
附則 
（監査役の責任免除に関する経過措置） 
第１条 当会社は会社法第４２６条第１項
の規定により、２０２３年１１月２８日
開催の臨時株主総会において決議された
定款一部変更の効力が生ずる前の任務を
怠ったことによる監査役（監査役であっ
た者を含む。）の損害賠償責任を、法令
の限度において、取締役会の決議によっ
て免除することができる。 

（監査役の責任限定契約に関する経過措
置） 
第２条 ２０２３年１１月２８日開催の臨
時株主総会終結前の監査役（監査役であ
った者を含む。）と締結済みの責任限定
契約については、なお従前の例による。 

 
（新設） 
 
 
 
 
 

 
第２２条、第２３条 （現行どおり） 
 
（削除） 
 
 
 
 
第２４条 （現行どおり） 
 
附則 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本定款の変更は、２０２５年８月２９日開
催予定の定時株主総会に付議される「上場
廃止申請の件」が原案どおり承認可決され
ることを条件として、２０２５年９月30日
に効力を生じる。ただし、株主名簿管理人
の廃止については、２０２５年１０月１５
日に効力を生じる。 
なお、本附則は効力発生後にこれを削除す
る。 
 

 



 

3. 日程 

定款変更のための定時株主総会開催日  2025年8月29日(予定) 

定款変更の効力発生日         2025年9月30日(予定) 

以上 




